
都市計画と防災都市計画と防災

都市計画概論第11回



自然災害による死者・行方不明者数の推移自然災害による死者 行方不明者数の推移



東日本大震災と復興計画



東日本大震災東日本大震災

2011年3月11日, 2.46pm
東日本の広範囲が被災

M9.0 （日本の記録史上最大）M9.0 （日本の記録史上最大）

人的被害 （2012年5月31日時点）

死亡 +行方不明 18 880 (ほとんどが津波による)死亡 + 行方不明 18,880 (ほとんどが津波による)
負傷者 6,107

建物被害建物被害

全壊もしくは半壊 388,244
焼失 279

福島第一原子力発電所事故福島第 原子力発電所事故



復興計画の策定状況復興計画の策定状況

資料：国土交通省



土地の嵩上げ＋区画整理事業土地の嵩上げ＋区画整理事業

（出典：国土交通省資料より）



防災集団移転促進事業防災集団移転促進事業

（出典：国土交通省資料より）



防災と減災防災と減災

災害時において、「防災」が被害を出さない取り組みであ
る に対し 「減災 とは あらかじめ被害 発生を想定るのに対し、「減災」とは、あらかじめ被害の発生を想定
した上で、その被害を低減しようとする取り組みである。

国の復興構想会議においても 「この規模の津波を防波国の復興構想会議においても、「この規模の津波を防波
堤・防潮堤を中心とする最前線のみで防御することはも
はやできない （中略） 災害時の被害を最小化する「減はやできない…（中略）…災害時の被害を最小化する「減
災」の考え方が重要である」として、「減災」を前提として
今後の地域づくりが考えられている今後の地域づくりが考えられている。

（出典：東日本大震災復興構想会議 H23.6.25）



防災と減災防災と減災

「減災」の考え方に基づけば、水際での構造物に頼る防
御から 「逃げる とを基本とする防災教育 徹底や御から、「逃げる」ことを基本とする防災教育の徹底やハ
ザードマップの整備など、ソフト面の対策の重要性が高
ま くるまってくる。

一方ハード面では、防潮堤だけでなく交通インフラ等を
活用した地域内部の第二の堤防機能の充実や 土地の活用した地域内部の第二の堤防機能の充実や、土地の
かさ上げなどにより避難地、避難路、避難ビルの整備を
行うことや 災害リスクを考慮した土地利用・建築規制の行うことや、災害リスクを考慮した土地利用・建築規制の
一体化が必要となる。

（出典：東日本大震災復興構想会議 H23.6.25）



防災と減災防災と減災

○津波防災地域・まちづくりに関連する施策のイメージ（東日本大震災復興構想会議）

（出典：東日本大震災復興構想会議 H23.6.25）



防潮堤の高さと津波の高さ防潮堤の高さと津波の高さ

計画堤防天端高の基本的な考え方

福島県 宮城県 岩手県

○堤防の高さと実際の津波高さ
福島県 宮城県 岩手県

堤防の計画：高潮で決定 堤防の計画：津波で決定

（出典：国交省資料）



減災を意識した防潮堤の考え方減災を意識した防潮堤の考え方

Ｌ１とＬ２の２つのレベルの津波を想定

Ｌ１＝概ね100年に1度程度の津波高さ

Ｌ２＝概ね1000年に1度程度の津波高さ

Ｌ１に対しては海岸保全施設によって人命と財産の両方
を守るを守る

Ｌ２に対しては避難と組み合わせて、人命を守る

⇒ 防潮堤はＬ１に対応した水準のものを防潮堤は １ 対応した水準のものを
整備する



人口減少・高齢化社会への対応人口減少 高齢化社会 の対応

被災地の人口は被災前から減少傾向

現在を前提とした復興計画は過剰投資の恐れ

縮小をどのように計画に組み込むか

高齢化社会に対応した市街地

できるだけコンパクトな市街地できるだけコンパクトな市街地

自動車に依存しない交通計画

人口減少 高齢化時代のモデル都市人口減少・高齢化時代のモデル都市

新しい産業の育成

第1次産業の6次産業化

自然再生エネルギーと自立都市



安全な市街地の構築に向けて



世界の地震分布世界の地震分布

日本は面積的には地球の0.25%を占めるにすぎないが、世界のM6以上
の地震の１／５が日本で発生している



確率論的地震動予測地図確率論的地震動予測地図
今後30年以内に各地点が震度6弱以上の揺れに見舞われる確率

（出典：地震ハザードステーションHPより）



日本周辺のプレート日本周辺のプレ ト

（出典：内閣府首都直下地震対策専門調査会）



東京を襲う地震のタイプ東京を襲う地震のタイプ

（出典：内閣府首都直下地震対策専門調査会）



関東の活断層関東の活断層

（出典：内閣府首都直下地震対策専門調査会）



東京を襲った地震の歴史東京を襲った地震の歴史

（出典：内閣府首都直下地震対策専門調査会）



東京都による被害想定東京都による被害想定

想定される４つの地震

東京湾北部地震(M7.3)
多摩直下地震(M7.3)
元禄型関東地震(M8.2)
立川断層帯地震(M7.4)( )

状況

冬の夕方6 00pm冬の夕方6.00pm
風速 8m/sec



被害想定被害想定

東京湾北部 多摩直下 元禄型関東 立川断層帯

死者 9,700 4,700 5,900 2,600

揺れによる建物倒壊 5,600 3,400 3,500 1,500

人
的
被

火災による 4,100 1,300 2,400 1,100

負傷者 147 600 101 100 108 300 31 700被
害

負傷者 147,600 101,100 108,300 31,700

揺れによる建物倒壊 129,900 96,500 98,500 27,800

火災による 17,700 4,600 9,800 3,900

建
物

全壊 (棟) 304,300 139,500 184,600 85,700
物
被
害

揺れによる 116,200 75,700 76,500 35,400

火災による 188 100 63 800 108 100 50 300火災による 188,100 63,800 108,100 50,300

避難者数(百万人) 3.39 2.76 3.20 1.01

帰宅困難者 5.17 millions
Source: Tokyo Metropolitan Government 



震度想定震度想定
東京湾北部 元禄型関東

多摩直 帯多摩直下 立川断層帯

Source: Tokyo Metropolitan Government 



木造全壊建物棟数の分布木造全壊建物棟数の分布

東京湾北部

Source: Tokyo Metropolitan Government 



焼失棟数の分布焼失棟数の分布

東京湾北部:6.00pm, 冬, 風速 8m/s東京湾北部:6.00pm, 冬, 風速 8m/s

Source: Tokyo Metropolitan Government 



木造密集地域の形成木造密集地域の形成

戦前に形成

重工業化に伴う郊外への市街地の拡大

計画規制の不在

震災の影響

石田頼房『日本近代都市計画の百年』現代自治選書等より



地域総合危険度(2009)地域総合危険度(2009)

Source: Tokyo Metropolitan Government 



防災のための市街地再開発事業防災のための市街地再開発事業

白髭東地区第一種市街地再開発事業（1975～）白髭東地区第 種市街地再開発事業（1975 ）

全国市街地再開発協会『日本の都市再開発史』等より



密集市街地の再開発事業密集市街地の再開発事業

曳舟駅前地区第一種市街地再開発事業





防災都市づくり推進計画防災都市 くり推進計画

Source: Tokyo Metropolitan Government 



減災まちづくり



防災と減災防災と減災

防災とは被害を出さない取り組み

減災とは被害は必ずあるとの認識に立ち、その被害を
予め軽減させていこうとする取り組み



減災まちづくりの４つの段階減災まち くりの の段階

（出典：防災めぐろ区民フォーラム「目黒区の防災まちづくりに関する提言」H20）



発災後の必要な取り組み発災後の必要な取り組み

災害応急対策

（出典：防災めぐろ区民フォーラム「目黒区の防災まちづくりに関する提言」H20）



発災後の必要な取り組み発災後の必要な取り組み
復旧・復興対策（住宅、くらし、産業の復興）

（出典：防災めぐろ区民フォーラム「目黒区の防災まちづくりに関する提言」H20）



発災後の必要な取り組み（つづき）発災後の必要な取り組み（ き）



復興都市計画の手順復興都市計画の手順

阪神大震災や今回の宮城県の手順

都市計画に建築制限
被
災
市

建
築

都市計画に
よらない

建築制限
（６＋２カ月）

発市
街
地

築
制
限

復復興

災

地
に
お

限
の
告

被災市街地
復興推進地

都市計画
事業 興災お

け
る

告
示

復興推進地
域の都市計

事業 興

る
画決定 建築制限

（最長２年）



必要な取り組み必要な取り組み

時間経過
自助

共助 公助時間経過 共助 公助
区民 事業者

発災後

必要な取り組み平時2日目

3日目

日目

必要な取り組み平時

4日目～

1週間～

2週間

発災後に必要な取り組み
2週間～

1か月～

3か月～3か月～

6か月～



減災まちづくりの４つの段階減災まち くりの の段階

（出典：防災めぐろ区民フォーラム「目黒区の防災まちづくりに関する提言」H20）



事前復興事前復興

事前に復興に備えておくこと。
被害の具体的なイメ ジを共有し 事前に対策を住民同士で被害の具体的なイメージを共有し、事前に対策を住民同士で
協議しておくことが、被害を小さくし、また速やかな復興につな
がるとの考え方がるとの考え方

事前復興の手法
事前に 被害を想定すること事前に、被害を想定すること

事前に、復興まちづくりを組み立てる考え方や具体的な方法
を検討しておくことを検討しておくこと

事前に、復興まちづくりを組み立てる考え方や具体的な方法
を自治体と住民が共有し、協働で復興まちづくりに取り組む「治体 民 有 、協 復興
力」をつけること

事前に、復興まちづくりの空間像を協議すること

大変な苦労を伴う復興を回避するためにも、事前に、防災ま
ちづくりを実践すること

出典：饗庭伸・市古太郎・中林一樹「首都直下地震に備える事前復興の取り組み」
地学雑誌116(3/4)、2007年



新宿区洪水ハザードマップ 資料：新宿区HPより


